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連日コロナ関連のニュース、オリンピックの動きなど、落ち着かない日々が

続いています。皆様におかれましては、いかがお過ごしですか。 

事務所開所から１０年たった平成３年１月、人々のお役立ちをとの思いから

事務所通信がスタートしました。 

当時は不動産価格が上昇し、４月の評価額の書き換えで印紙代が上がること

が予想されましたので「手続きは３月までに行って下さい」という内容のもの

でした。 

あれから３０年「企業の寿命は３０年」にも衰退することなく、１００号を

発行することとなりました。お引き立ていただきありがとうございました。 

今回は相続を始めとする改正法のご案内です。ご一読下さい。 

 

 

写真は＜地方のローカル線で頑張っている天浜線＞です 

１ 



改正される主な項目は以下の通りです。 

・相続登記の義務化及び住所変更登記の義務化 

・遺産分割協議の期間制限 

・土地所有権の放棄ができる 

・住基ネットと登記システムの連携ができるようになる 

※改正法の施行は令和５年～６年（２０２４年）頃を予定 

 

（イ）相続登記、住所変更登記 

   これらの登記は、義務ではなかったため所有者の自由にまかせていまし

た。その結果、東日本の大震災の際の相続登記の遅延や所有者不明土地

の増大を引き起こしました。 

そこで、相続人は取得を知った日から３年以内、住所変更については変

更してから２年以内に登記手続することを義務づけ、手続しない場合は

過料処分が科せられることとなります。 

相続登記は令和元年から早く手続しないと権利を主張できなくなる場合

も出てきていますので、できるだけ早く手続するようにしましょう。 

 

 

（ロ）遺産分割協議は１０年以内に行う 

相続の手続は多くの人が１～２年内に遺産分割協議をして、登記をする

というのが大半です。しかし、話し合いがまとまらないとか、手続をし

ようと思っていたら、相続人が死亡してしまい、遺産分割協議に参加す

る人が増えてしまった場合、１年でできるものが５年、１０年となり、

やがて放置してしまう例が多くあります。 

預貯金については何とか法定相続分で分けても、不動産についてはお互

いに押し付け合いとなり、結果として放置されてしまうのです。 

そこで「一定期限（１０年）を決め、この期間内に遺産分割協議ができ

ないと法定相続分で登記してしまう」という改正がされます。 
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今回の改正では、公共事業で土地の買収は容易となる反面、望まない相

続登記（すべて共有名義になってしまう）も出てくることになります。 

 

 

 

（ハ）土地所有権の放棄ができる 

   土地の放棄ができるとなると、手放しで喜ぶ人もありますが、ちょっと

待って！！放棄できる土地には条件があります。 

   ①建物が建っていない・処分を阻害する工作物がない 

   ②土壌汚染や埋設物がない 

   ③権利関係に争いがない・担保がついていない 

   ④土地の管理費用１０年分を支払う（管理費用は固定資産税より割高） 

    管理費の参考金額   粗放的な管理で足りる原野：約２０万円 

    市街地の宅地２００㎡：約８０万円 

   相続で農地山林はいらないという方も増えてきましたが、望み通り放棄

できるには少しハードルが高いかもしれませんが・・・ 

 

 

 

（ニ）法務局や自治体とのオンライン連携 

   日本は縦割行政の弊害から、法務局の属する法務省、自治体の属する総

務省との連携がうまくとれていませんでした。そのため、マイナンバー

等を利用しての登記制度などを利用している人はほとんどいません。 

   市町村での死亡届や住所変更の届出等の情報を法務局が利用できれば登

記手続ももっと進むようになります。 

   最近できた自筆証書遺言（法務局保管制度）は、死亡後の連絡の同意欄

があり、これによれば市役所等から情報が得られれば相続人に通知する

しくみ（次ページ参照）となっています。 

 

３ 

所有権 



コロナ禍の中で事務所が変わった所は、一つの仕事を簡単にあきらめることが

無くなりました。とことんやってみる。市や法務局、お客様と話し合い、でき

る道を探っていく。この姿勢ができてきたように思います。 

お金にならないこともありますが、“くらいついたら離さない”この気持ちを

忘れないようにしていきたいと思います。 

 

令和３年７月吉日 
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